
平成２７年１１月１１日（水）
10:30～12:00

【子供の学力向上（Ⅰ）】

－ 義務教育、全国学力テスト －

（文部科学省）

補足資料

○義務教育費国庫負担金に必要な経費
○全国学力・学習状況調査の実施
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全国学力・学習状況調査

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、
○全国的な個々の児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、国・教育委員会における
教育施策 の成果と課題を検証し、その改善を図る

○学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる
○そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立しつつ、
個々の児童生徒に対する教育指導の改善を図る

○国際学力調査の結果に見る学力の低下傾向（ＰＩＳＡ２０００：読解力８位⇒ＰＩＳＡ２００３：読解力１４位）を背景に、平成１９年度
より悉皆方式で調査を開始。

○平成２２年度からは、民主党政権下の事業仕分けにより、抽出方式に変更。自民党政権下の平成２５年度からは、再び悉皆方
式で調査を実施。

■OECD生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ）の結果 ■全国学力・学習状況調査の目的

■都道府県の状況（公立）

※平成19・20・21・25・26・27年度で，平均正答数（公⽴）が⾼い３都道府県と低い３都道府県の標準化得点の平均を算出。

下位県の成績が全国平均に近づく状況が見られ、学力の底上げが図られている

調査結果の学術研究への活用

（現状）
①文部科学省では、市町村教育委員会・学校に対し詳細なデータを提供。なお、都道府県教育委員会等に対し、申請に基づき、集計前の詳細データを貸与。
②また、毎年度、調査結果を活用した追加分析を広く公募し、大学等に委託する形で調査を実施。その際には、集計前の詳細データを貸与しており、活用が可能。
③さらに、国立教育政策研究所においても、調査結果を活用した追加分析を実施。大学等の研究者が共同研究者として、集計前の詳細データを活用することは可能。

（今後の対応）

○委託研究等以外においても、大学等の研究者が詳細データを活用できるよう、機微な情報の適切な保護とのバランスを取りつつ、具体的なデータ貸与に関する
ルールを検討中（利用できる主体、機密の保持、貸与手続き等）。 ２
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（出典）平成26年度学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究
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学習集団と教育効果について①

（出典）平成27年度全国学力・学習状況調査

（出典）平成27年度全国学力・学習状況調査

○不利な家庭環境に置かれた児童生徒が数多く在籍する学校において

は、学級規模が小さいほど正答率が高くなる傾向

(正答率(％))

○自分の考え・考察を説明・発表している生徒の割合(中学校理科)

※ＳＥＳ・・・家庭所得、父親学歴、母親学歴の３指標を合成した指標。
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総合的学習の時間における、自分で課題を立て情報を集
め、調べた成果を発表する学習活動の取組状況と正答率

総合的な学習など主体的な学習に力を入れる学校ほど、
正答率が高い傾向

学級規模が小さいほど、総合的な学習など主体的
な学習を促す授業が充実
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総合的学習の時間で、自分で課題を立て情報を集め、
調べた成果を発表する学習活動に取り組んだ割合（％）

○ 学校における指導体制については、学校や児童生徒の実態を十分に踏まえ、自治体の創意工夫により、少人数学級や習熟
度別少人数指導、ティーム・ティーチングなど柔軟に選択できることが効果的。文部科学省では、その選択を可能とするための
指導体制の充実に取り組んでいる。

（出典）平成27年度全国学力・学習状況調査
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教員配置（少⼈数学級）の効果（⼭⼝県の事例）
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『全国学力・学習状況調査』における小
学校６年生の平均正答率が全国比で向上
している。

学⼒の向上

〔平成２１年度の小６〕

学習習慣等の定着学級の安定化
「３５人学級化」によりきめ細かな指導が行わ

れることにより、粘り強い学習態度や自主的な
学習習慣が定着してきている。

小学校での不登校児童の出現率は、「３５人

学級化」実施前は全国平均を上回っていた
が、小学校における段階的な実施に伴い、出
現率が低下している。

〔質問〕家で自分で計画を立てて勉強をしていますか。

〔質問〕解答を文章で書く問題について、どのように
解答しましたか。（国語）
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・同学年の担任が一人増えることで、子どもたち
を多角的に見たり、指導の在り方について相談
したりするなど、学年部としての指導の充実を
図ることができた。

・家庭訪問や個人懇談、進学時の質問などにきめ
こまやかな対応がとれるようになり、保護者から
の信頼を受けることにつながっている。

学校現場の声
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○国の加配定数を活用して山口県独自の少人数学級を実施。
○学級の安定化、学習習慣等の定着、学力の向上の効果を上げている。

【『全国学力・学習状況調査』の児童質問紙】【小学校での不登校児童の出現率】 【『全国学力・学習状況調査』の平均正答率】

※山口県の少人数学級
小1 ：30人以下学級
小2～中3：35人以下学級

学習集団と教育効果について②（山口県の事例）
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加配定数は、児童生徒数等に基づき算定される基礎的な定数だけでは対応困難な以下のような教育課題に対して措置する定数。
・習熟度別少人数指導などの少人数教育 ・特別支援教育(通級指導) ・いじめ、不登校など問題行動への対応
・貧困による教育格差の解消 ・外国人児童生徒への日本語指導 ・学校統合への支援 等

いじめ・暴力行為、特別支援教育など学校が対応しなければならない教育課題は増加しており、それに対応するための
加配定数の改善は追い付いてない。現状、地方からの要望に応えられる規模の加配定数を確保できておらず、約１万人（県：8.4
千人、市：1.4千人）を県・市の単独予算に頼っている状況。（例：特別支援教育は地方要望の87%しか定数措置できていない）

H16 H26

障害に応じた指導を受けている
児童生徒数(普通学級在籍)

２．３倍

35,757人

83,750人

H15 H25

暴力行為発生件数

１．７倍

29,191件

49,724件

H16 H26

日本語指導が必要な
外国人児童生徒等

１．６倍

21,344人

34,178人

H15 H25

就学援助等を受ける児童生徒数

１．２倍

125.6万人

151.5万人

＋4.8万人 ＋2.1万件 ＋1.3万人
＋25.9万人

教員追加配置の効果事例

■千葉県の事例
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不登校支援で加配を継続した中学校※
の約８割で不登校出現率が減少

不登校生徒であっても、加配継続学校
では、適応指導教室※への通級率が上昇

76.2%
不登校出現率減少校

＋10.9Ｐ

※平成25・26年度に不登校支援のための加配措置を行った中学校（84校） ※適応指導教室とは不登校児童生徒の集団生活への適応等を行い、
その学校復帰を支援する施設

教職員定数の加配措置について

■横浜市の事例

※「年度内改善率」
いじめ認知件数のうち、年度内に「解消して

いるもの」と「一定の改善が図られたが継続支
援中」を合わせた件数が占める割合

（％） （件）

いじめ認知件数

いじめ年度内改善率

・児童支援・生徒指導専任教諭を小中学校
に配置

・認知した「いじめ」について、専任教諭を
中心に組織的に対応

児童支援・生徒指導専任教諭
いじめや不登校、発達障害等の課題に対応するた
め、指導の学校内での中心的役割や関係機関及び
地域との連携窓口を担う教諭。

いじめの年度内改善率が向上

○加配定数とは

５
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平成２７年１１月５日  

全国都道府県教育委員会連合会 「全国学力・学習状況調査」の結果分析 
（東京都） 

２ 学力向上の要因分析 
 
 
 
 

     

(2)加配を活用した効果的な指導の推進 
 

○加配による習熟度別少人数指導の推進            →  個に応じた指導の充実 

○発展的な教材を作成・配布（Ｈ23・24）          →  幅広い学力層に対応した指導 

○習熟度別指導ガイドラインの策定（Ｈ26）          →  より効果的な指導方法・体制の普及 

 

１ 平成 19 年度から 27 年度までの「全国学力・学習状況調査」結果の推移 
  

 

 

 
 

 国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ 

１９年 ３２位 ２５位 ３３位 ２５位 

２０年 ３１位 ２０位 ２８位 ３０位 

２１年 ３１位 ３７位 ２６位 ２６位 

２５年 １１位 ７位 １２位 １３位 

２６年 ８位 ６位 １２位 １０位 

２７年 ５位 ９位 ７位 ７位 
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(位) 

○中学校では、２５年度以降、全国平均を上回り、上位に位置している。 

【四分位（ＡＢＣＤ層）の割合の変化】（各層の割合を全国と比較した差） 
※正答数分布を上位層（Ａ層）から下位層（Ｄ層）までを 25％刻みで４層に分類 

○平成２１年度と比較すると、ＡＢ層が増加、ＣＤ層が減少しており、

基礎・基本の定着が図られている。  ○平成２１年度からの平均正答率による順位を他の道府県と比較すると、国語Ａ及び数学Ａ、数学Ｂ

において全国での順位が上昇している。 
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【中学校数学Ａ】 ﾎﾟｲﾝﾄ 
Ａ＋Ｂ層 

Ｃ＋Ｄ層 

Ａ層 

Ｂ層 

Ｃ層 
Ｄ層 

（中学校） 

(１)都独自の加配の実施 
 

○中１ギャップの予防・解決のための加配の実施（Ｈ２２～）         

 ※ 中学校入学前に約８割の生徒が中学校生活への不安をもち、 

   入学３か月後でも約５割の生徒が不安をもっているなど、 

   すべての学校でいつ問題が発生してもおかしくない状況 

   → 都教育委員会として早急に対策を講じる必要 

【中１ギャップに対応する加配状況】 

年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

学級編制基準 ３９人 ３８人 ３７人 ３５人 

加配教員定数 ７０人 １１８人 １９４人 ２５１人 

 ※ 平成 2６年度以降も都独自に 35 人の学級編制基準を継続 

都独自の加配の実施と、加配を活用した効果的な指導の推進により、生徒の学力向上を実現 
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